
被災者支援システム

◎調査票出力機能の追加

調査票をシステムから印刷する事が可能になり、現地調査での記入の手間を軽減出来ます。
被災者台帳を元に、世帯主氏名、世帯住所の差し込み印刷が、
また帳票出力時に、調査日、担当者名を入力する事でそれらの情報も調査票に出力出来ます。
初期状態では内閣府の調査票が出力されますが、PDFの置き換えにより独自の調査票も使用できます。

町名をリストから選択、また必要であれば番地の入力により出力対象を絞り込みます。
調査日、担当者を指定して印刷する場合は、担当者が１日で調査出来る件数に絞り込む事をお勧めします。

調査票の出力は、簡易調査用と詳細調査用の２種類を選択して出力する事が可能です。
また、GISオプションの復旧復興関連システムをセットアップしていると、世帯住所の周辺地図の出力も可能です。
（※大量のページを印刷する場合は地図の出力に時間がかかる事があります。）
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◎仮設住宅の操作性改善

①抽選申し込み処理の入力手間軽減

従来、仮設住宅の抽選申し込み処理は
１．被災者台帳を検索、２．対象世帯の詳細情報画面に遷移、３．抽選申込画面に遷移、４．申込処理、申込日等入力
の手順で処理する必要があり、大量の申込者の処理を行う際には処理に手間がかかっていました。
今回の改修により、被災者台帳の検索結果から直接申込処理が出来るようになりました。

従来では、被災者台帳の抽選申込画面
から申込処理を行う。

被災者台帳の検索画面から申込処理が
可能になりました。
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②仮設住宅の入居者一覧CSV出力

仮設住宅の入居者の情報がCSV形式のテキストファイルに出力が可能になりました。

仮設住宅名称・コード、棟名称・コード、入居状況、入居者情報（代表者、入居日）等の情報が出力されますので
各種統計処理等にもご使用いただけます。

③入居処理時の部屋検索の機能改善

入居処理時の部屋検索画面にて、現在の入居者の情報を表示するように機能改善を行いました。
入居する部屋の状況を確認する事で、入居する部屋の入力間違いを軽減出来ます。
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④仮設住宅の複写作成機能

仮設住宅は間取りなど同一タイプのものが多いので、一度登録した仮設住宅の情報を複写して
新規の仮設住宅、棟などを登録できる機能を追加しました。

⑤間取り情報の改修

従来のシステムでは、仮設住宅は集合住宅形式を想定しており棟単位での間取りを設定する仕様となっています。
最近は戸建て形式の仮設住宅も多くある事もあり個別（部屋単位）での間取り設定が出来るように変更しました。
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◎その他の改修

①り災証明書の宛名敬称を設定可能にする。

　　り災証明書の宛名氏名の敬称は「様」で変更するにはプログラムの改修が必要であった為、翻訳テーブル管理で
　　変更が可能なように改修しました。

②郵便番号翻訳、町名選択での住所入力機能改善

　　郵便番号辞書の住所には町丁目が含まれていない為、住所の自動入力は町名までとしていましたが
　　町名情報CSVにて丁目までのデータがある場合は町名情報から丁目まで自動入力可能な様に改修しました。

③住所の番地表記の改修

　　住所の番地（漢字）表記は、西宮市における住居表示を基準にして設定されていましたが
　　翻訳テーブル管理により独自の番地表記が設定できるように改修しました。

④被害区分の多様化に対応

　　従来の水害区分（床上、床下）は固定となっており変更する為にはプログラムのカスタマイズが必要でしたが
　　翻訳テーブル管理により、独自の被害区分を設定できるように改修しました。
　　これにより、水害だけでなく、火災（全焼、半焼など）の被害区分も独自に設定できるようになりました。

⑤緊急物資管理システムのカテゴリ設定の説明

　　セットアップ手順書に、緊急物資のカテゴリの変更についての説明を記載しました。
　　緊急物資のカテゴリ（分類や品目）は西宮市の当時の基準で初期設定されていますが
　　これらの分類や品目は自治体の実情に合わせて変更する事が可能です。
　　分類）　飲料水、衣類、日用品等
　　品目）　水、紙おむつ、毛布等

⑥セットアップ中におけるよくあるトラブルの説明

　　これまでにサポートセンターで問合せの多かったトラブルとその解決方法について
　　セットアップ手順書に記載しました。セットアップでよくある間違いなどの情報を記載しておりますので
　　セットアップ前に一読される事をお勧めいたします。

⑦運用の手引きの追加

　　基本的な運用の流れやシステムの操作時のポイント等をまとめた資料を追加しております。
　　基本編として被災者支援システム～仮設住宅管理システムの一般的な運用の流れを説明しております。
　　あくまで標準的な説明ですので、自治体独自の運用に合わせたご利用も可能です。
　　自治体独自の運用についても不明点など、サポートセンターまでご相談下さい。
　　また、被災者支援システムの全職員への啓蒙研修や担当者向け操作研修などを検討されている
　　自治体様などもサポートセンターまでお気軽にご相談下さい。
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